
会計年度任用職員
公募なしの再度の任用 所得税103万円の壁

　所得税の基礎控除（48万円）と、給与額に応じて一定額を差し引く給与所得控除（55万円）の合計である103
万円を超える年収になると、所得税の支払いが生じます。負担を軽減するためには課税最低限度の引き上げなど
税制の改正が求められます。

今月のキーワード今月のキーワード今月のキーワード今月のキーワード 　会計年度任用職員制度は公募なしで再度の任用を行うことが可能です。人事院は国の期間業務職員について、
公募なしの再度の任用の回数を２回までとする規定を撤廃しました。「国に準じる」として任用回数に上限を設
けている自治体は撤廃が求められます。

３ 2024年11月15日　第408号　おおさか自治体の仲間 おおさか自治体の仲間　2024年11月15日　第408号 ２
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り
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い
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を

　

府
職
労
は
大
教
組
と
と
も
に
府
労
組

連
と
し
て
10
月
21
日
に
府
知
事
に
要
求

書
を
提
出
し
、
11
月
５
日
と
13
日
の
団

体
交
渉
で
要
求
実
現
を
迫
り
ま
し
た
。

　

交
渉
で
は
、
府
職
労
の
中
堅
・
ベ
テ

ラ
ン
職
員
の
立
場
か
ら
「
私
は
１
９
９

０
年
に
高
卒
で
就
職
し
て
、
15
年
後
に

『
財
政
危
機
』
を
理
由
に
ボ
ー
ナ
ス
４

％
カ
ッ
ト
が
６
年
間
続
い
て
約
35
万
円

カ
ッ
ト
さ
れ
た
。
２
０
０
８
年
か
ら
は

給
料
カ
ッ
ト
が
７
年
間
も
続
き
、
損
失

は
１
１
０
万
円
を
超
え
て
い
る
。
昨
年

の
私
の
賃
上
げ
額
は
月
５
０
０
円
で
年

間
１
万
５
０
０
０
円
程
度
。
給
料
カ
ッ

ト
で
取
り
上
げ
ら
れ
た
額
の
１
％
ほ
ど

し
か
な
い
。
一
生
懸
命
に
が
ん
ば
っ
て

い
る
中
堅
・
ベ
テ
ラ
ン
職
員
に
応
え
る

賃
上
げ
を
」
と
訴
え
ま
し
た
。

病
休
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の
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員
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充
と

病
休
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の
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補
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と

災
害
に
備
え
る
人
員
を

災
害
に
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員
を

　

健
康
医
療
・
保
健
所
支
部
か
ら
「
こ

こ
ろ
の
健
康
総
合
セ
ン
タ
ー
で
も
、
長
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大
阪
労
連
と
大
阪
自
治
労
連
は
10
月

29
日
、
大
阪
府
内
の
自
治
体
で
働
く
非

正
規
職
員
の
実
態
調
査
（
２
０
２
４
年

４
月
時
点
）
の
結
果
を
発
表
。
調
査
は

今
回
で
19
回
目
。
府
内
31
自
治
体
で
非

正
規
職
員
の
比
率
が
40
％
を
超
え
て
お

り
、
全
国
（
総
務
省
調
査
）
の
約
27
％

と
比
べ
て
も
格
段
に
多
い
状
況
を
報

告
。
特
に
17
自
治
体
が
50
％
を
超
え
、

改
め
て
非
正
規
職
員
な
し
で
は
行
政
運

営
が
成
り
立
た
な
い
実
態
が
い
っ
そ
う

明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。
大
阪
労
連
の

嘉か

満ま

智
子
事
務
局
長
は
「
度
重
な
る
自

然
災
害
の
中
で
自
治
体
の
役
割
が
本
当

に
大
事
で
注
目
さ
れ
て
い
る
。
同
じ
仕

事
な
の
だ
か
ら
正
規
職
員
に
し
て
い
く

べ
き
」
と
求
め
ま
し
た
。

今
す
ぐ
任
用
上
限
の
撤
廃
を

今
す
ぐ
任
用
上
限
の
撤
廃
を

　

大
阪
自
治
労
連
の
仁
木
将
書
記
長
か

ら
は
、「
20
自
治
体
が
会
計
年
度
任
用

職
員
の
公
募
に
よ
ら
な
い
再
度
の
任
用

上
限
回
数
を
２
回
ま
で
、
６
自
治
体
が

４
回
ま
で
と
し
て
お
り
、
半
数
以
上
が

３
年
・
５
年
を
区
切
り
に
公
募
さ
れ
る

こ
と
で
、
雇
用
不
安
に
さ
ら
さ
れ
て
い

る
」
と
実
態
を
明
ら
か
に
し
、「
住
民

福
祉
そ
の
も
の
へ
影
響
し
か
ね
な
い
」

「
秋
の
交
渉
で
は
任
用
上
限
の
撤
廃
を

要
求
」「
全
国
的
に
も
『
任
期
の
定
め

の
な
い
短
時
間
公
務
員
制
度
』
の
実
現

を
求
め
て
い
く
」
と
訴
え
ま
し
た
。

　

曽
我
友
良
執
行
委
員
は
「
今
後
も
、

事
務
職
・
調
理
員
・
学
校
介
助
支
援
員

・
保
育
士
・
学
童
保
育
指
導
員
・
図
書

館
司
書
・
看
護
師
・
保
健
師
・
消
費
生

活
相
談
員
・
女
性
相
談
員
・
ケ
ー
ス
ワ

ー
カ
ー
・
介
護
認
定
調
査
員
な
ど
、
あ

ら
ゆ
る
仕
事
を
担
う
非
正
規
職
員
の
実

態
を
知
ら
せ
、
雇
用
や
権
利
を
守
る
運

動
を
す
す
め
る
。
多
く
の
人
が
注
目
し

て
ほ
し
い
」
と
求
め
ま
し
た
。

か
に
改
善
を
図
る
こ
と
」
と
追
及
し
ま

し
た
。
ま
た
、
会
計
年
度
任
用
職
員
の

公
募
な
し
の
任
用
回
数
の
上
限
撤
廃
、

傷
病
有
給
休
暇
の
拡
充
を
は
じ
め
と
し

た
休
暇
制
度
の
改
善
を
当
局
に
求
め
て

い
ま
す
。

　

交
渉
で
は
、
中
高
年
職
員
の
賃
金
引

上
げ
、
任
期
付
職
員
の
処
遇
改
善
も
重

視
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
当
事
者
で
あ
る
組

合
員
が
交
渉
に
参
加
し
て
、
当
局
に
現

場
の
声
を
突
き
つ
け
て
要
求
の
実
現
を

強
く
迫
っ
て
い
ま
す
。

対
し
て
、「
人
勧
で
は
物
価
高
騰
を
下

回
り
、
実
質
賃
金
は
低
下
す
る
」「
地

域
間
に
不
当
な
賃
金
格
差
を
も
た
ら
す

地
域
手
当
は
基
本
給
に
組
み
入
れ
て
廃

止
す
る
べ
き
。
当
面
は
『
大
阪
は
同
一

経
済
圏
・
生
活
圏
』
で
あ
る
こ
と
を
ふ

ま
え
、
現
行
水
準
を
引
き
下
げ
ず
、
地

域
手
当
の
支
給
率
を
引
上
げ
、
す
み
や

期
病
休
者
が
複
数
発
生
し
、
代
替
と
し

て
臨
任
職
員
１
名
が
採
用
さ
れ
た
も
の

の
、
欠
員
は
解
消
し
て
い
な
い
。
保
健

所
で
も
２
名
の
新
採
の
技
術
職
が
病
休

の
ま
ま
退
職
と
な
り
深
刻
な
状
況
だ
。

災
害
時
も
対
応
で
き
る
大
幅
な
人
員
増

と
非
常
勤
職
員
の
賃
金
・
待
遇
の
改
善

を
強
く
求
め
る
」
と
追
及
し
ま
し
た
。

　

大
阪
市
労
組
は
大
阪
市
教
と
と
も
に

市
労
組
連
と
し
て
11
月
８
日
に
団
体
交

渉
を
実
施
。「
人
勧
尊
重
」
に
固
執
す

る
当
局
の
姿
勢
を
追
及
し
、
全
職
員
に

物
価
高
騰
を
上
回
る
大
幅
賃
上
げ
を
求

め
る
と
と
も
に
、
再
任
用
職
員
の
一
時

金
の
支
給
月
数
を
正
規
職
員
と
同
様
に

引
き
上
げ
る
こ
と
を
追
及
し
ま
し
た
。

万
博
開
催
を
強
行
す
る
一
方
で
、
正
規

職
員
、
現
業
職
員
を
削
減
す
る
当
局
に

対
し
て
「
公
務
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
拡

充
し
、
災
害
時
に
備
え
る
人
員
体
制

を
」
と
要
求
し
て
い
ま
す
。

当
事
者
で
あ
る
組
合
員
が

当
事
者
で
あ
る
組
合
員
が

現
場
の
声
を
突
き
つ
け
る

現
場
の
声
を
突
き
つ
け
る

　

衛
都
連
の
各
単
組
は
、
11
月
12
日
か

ら
21
日
を
基
本
に
４
回
の
統
一
交
渉
を

配
置
し
て
た
た
か
っ
て
い
ま
す
。

　

「
人
勧
実
施
」
に
固
執
す
る
当
局
に

大阪自治労連が2024年秋季年末交渉で要求実現を迫る

物
価
高
騰
を
上
回
る

物
価
高
騰
を
上
回
る

府
労
組
連
の「
課
長
交
渉
」で
厳
し
く
追
及（
11
月
５
日
）

　大阪自治労連は、物価高騰を上回る全職員の賃上げ、人員増をはじめとした職場環
境の改善、会計年度任用職員や任期付職員の処遇改善を要求して、府労組連、大阪市
労組連、衛都連各単組で労使交渉を実施。組合員の厳しい生活と職場の実態を当局に
突きつけ、生活と職場環境の改善を図るため、雇用者としての責任を徹底追及して、
粘り強くたたかっています。

雇
い
止
め

な
く
そ
う

安
心
し
て
　
　
　

働
き
続
け
ら
れ
る

身
分
保
障
を
　
　大阪府を含め44自治体で働く非正規職員の

実態調査結果を発表　　　　　　　　　　

大阪自治労連・堺阪南地協（写真右側）が各自治体に要請（11月１日）

北摂地協の自治体要請（11月１日）。島本町役場前にて
地協独自ビラを使って宣伝した後、町当局へ要請。島本
では会計年度任用職員への４月遡及について年度途中
の退職者も含め、全員に対して実施する予定とのこと


